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＜参考資料＞ 

 

2025年度における経営効率化の実施状況 

 

当社は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構と共同で策定した「第五次総合特別事業  

計画」（2026年１月認定）において、福島への責任を貫徹するため、新たな事業環境

に対応しつつ、グループ一丸となって非連続の経営改革を断行し、賠償・廃炉に必要

な資金を安定的・計画的に捻出することを掲げております。 

 

当社では、これらの計画の実現・達成に向け、徹底的な経営効率化を進めておりま

すが、こうした取り組みを受けた、2025 年度における実施状況および収支の状況な

どを取りまとめましたので、お知らせいたします。 

 

１．2025 年度の経営効率化の実績 

人件費の削減、子会社・関連会社との取引価格の削減、カイゼンを基軸とした生産性倍

増の取り組みなど、徹底したコスト削減に最大限取り組み、震災前の費用水準から 4,745億

円のコスト削減を達成しました。 

 

【コスト削減額】 

 
 

 

 

 

 

（単位：億円） 

※ 四捨五入の関係で数値が合わない場合あり。 

※ 震災前計画額と実績額の比較値を基に、至近年度の物価上昇影響を補正した値。 
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２．経営効率化の実績の具体的内容 
 
（１）人件費 

震災以降、人件費については、年収の削減や人員削減、福利厚生制度の見直し、退

職給付制度の見直しといったコスト削減に取り組んでおります。 

年収については、2011 年 6 月より社員の年収削減を実施し、2012 年度には管理職

について年収削減の深掘りを実施しました。 

また、人員削減については、総特に掲げた人員削減目標（2013 年度までに連結で

7,400 人、単体で 3,600 人を削減）を達成したうえで、さらに一歩踏み込んだ経営  

合理化策として、2014 年度に 50歳以上の社員を対象とした 1,000 人規模の希望退職

を実施しております。 

加えて、福利厚生制度における健康保険料の会社負担率の見直しや、退職給付制度

における企業年金制度の見直し（確定給付企業年金の減額）等の恒常的な効果や、退

職給付金の割引率見直しにより、2025 年度は 2,454 億円のコスト削減を実現しまし

た。 

 

（２）修繕費 

修繕費については、これまでの取り組みを通じて得られたコスト削減の知見を活用

し、工事・点検の中止や実施時期の見直し、子会社・関連会社や外部取引先との取引

構造や発注方法の抜本的な見直しなどを実施しました。さらに、個々の設備や業務毎

に設計・仕様や工程・工法、業務運営等を根本から見直し抜本的なコスト競争力の向

上を図りました。 

これらの取り組みの結果、2025年度は1,485億円のコスト削減を実現しました。 

 

（３）購入電力料 

購入電力料については、経済性に優れる電源の活用等による取り組みの結果、2025

年度は 1,106 億円のコスト削減を実現しました。 

 

（４）減価償却費 

減価償却費については、原子力発電設備工事の工程見直し等により、2025年度は17

億円のコスト削減を実現しました。 

 

（５）その他 

その他の費用については、賠償対応の委託費用増加等により、2025年度は317億円

のコスト増となりました。 
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３．最近の収支状況について 

 

2025 年度については、販売電力量が減少したものの、燃料費等調整制度の期ずれ

影響が好転したことに加え、継続的な収支改善に努めたことなどにより、経常損益は

4,173億円と 3年連続の黒字となりました。 

一方、第 1 四半期に計上した災害特別損失の影響もあり、当期純損益は▲4,542 億

円となりました。 

 

 

注１．金額は億円未満を切捨て、販売電力量は億 kWh 未満を四捨五入 

注２．販売電力量の（ ）内は、対前年度増加率（％） 

注３．ＲＯＡ：営業利益／平均総資産 

以 上 

 

（単位：億円） 


